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製販統合を支援する情報システムの構築概念と課題I
太 田 雅 晴
1.はじめに
製造業は産業の根幹にあると言っても誰も異論は唱えないであろう.従って,そこで構築さ
れる情報システムは,企業の情報システムを考える上で最も基本的なものとして位置づけられ
るはずである.その製造業から産み出された製品は,製造業自身が直接販売するかどうかは別
として,販売されなければ所与の効用を価値に変換することはできない.したがって,製造機
能と販売機能は結びっいているはずである.しかし,従来の議論では,生産および販売に関す
る業務およびそれを支援する情報システムは区分され,その連動性が強調されることは少なかっ
た (太田,1993).本稿では,製造業にかかわる情報システムについて,特に製販の連動を実
現する,もしくは支援する情報システムを中心に考察する.
製販の連動を実現する情報システムを考察する場合,基本的に次の2つの視点が必要である.
一つは,誰がその連動を誘導するかであり,もう一つは何を目的とした連動かである.
例えば,自動車業界では,1983年のトヨタの工 ･販社合併は製販連動に関する過去の象徴的
出来事であるが,計画生産によるコストダウンと顧客ニーズの多様化という相反する課題に対
処する業務の仕組み作りと情報システム構築の取り組みが行われてきている.この連動は,顧
客ニーズの多様化に製造を連動させようとすれば,生産コストは一般に上昇するが,製販がよ
り密に連動することで,計画生産を行える仕組みを構築することによってコストを押さえたい
とする製造側の意思と,市場におけるプライスリーダーシップを発揮 したいという販売側の意
思を反映させている.
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花王とジャスコとは1994年2月より,POS (Point-Of-Sales:販売時点情報管理)データ
を毎日EDI(ElectronicDataInterchange:電子データ交換)によって交換 している.製
販が分離した業界であっても,特にこの例では,製品の生産 ･販売に関する量や時期の情報,
本稿ではこの情報を計画 ･管理情報と呼ぶこととするが,その授受を合理化 効率化して両者
の在庫削減,生産 ･販売計画の合理的策定を可能とする環境を構築 し,ともに利益を分かち合
うことを目的とする連動システム構築の試みである.
またセブン･イレブンやローソンなどのコンビニエンスストアーは,製造業者と結びっいて,
新製品の開発を行ったりしている.この例は,製品開発に係わる情報,本稿ではこの情報を技
術情報と呼ぶこととするが,その情報の授受を実現し,流通の側にとっては収集 した顧客ニー
ズを基にした有効なマーチャンダイジングを実現する可能性をもたらし,製造側にとっては新
規製品開発の契機となる情報の収集と生産の機会を得ることができる.
以上のように,種々の試みが見られるようになってきたが,1980年代後半のトイザラスショッ
ク以降,それ以前は製造主体であった製販連動化に対する体制づくりも,流通業者が積極的に
製販連動体制を構築もしくはその構築に協力するようになってきている.
本稿では,以上のような視点を保ちながら,製販統合を支援する情報システムを考えていく.
まず,近年のCIM(S)(ComputerlntegratedManufacturing(Systems):コンピュー
タ統合生産)やCALS(CommerceAtLightSpeed)に至る統合化システムコンセプ トの登
場までの製造業の情報システムの歴史的展開,そしてそれら一連の流れに沿って製販統合の基
本的コンセプトはどのように整理されるのかを検討する.次に,エクセレントな製販統合とは,
製造業務と販売業務とが経営環境に対 して最適に合致 した結合であるとの仮定の下,まず製造
業務の帰結としての製造方式のタイプ分け,そして販売業務を抽象することになると考えられ
る製品と顧客の関係のタイプ分けを行う.最後に,それらのタイプの結合を有効に促進する実
現可能な製販統合支援情報システムのタイプを,それらタイプのシステム構築を近年,誘導 し
ていると考えられるCALS, インターネットビジネス,QR(QuickResponse), ECR
(EfficientConsumerResponse)などの新しいコンセプト名を付 して提示するとともに,各タ
イプの製販統合支援情報システムの構築に向けての課題を検討する.
2.コンピュータの個別利用からバーチャルコーポレーションへ
2.1 個別職能でのコンピュータ利用とその統合化の進展
製造業におけるコンピュータ利用の歴史を機械工業を例にあげてたどれば次のようになる.
まず,製造部門では単体の工作機械へ自動制御装置を組み込んだNC(NumericalControl:
数値制御)工作機械の登場によって,また事務部門ではその多くが経理処理へのコンピュータ
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利用から出発した.その後,コンピュータの大型化 ･高性能化に伴い,製造部門では,複数台
の制御装置付き工作機械をコンピュータで管理するDNC(DirectNumericalControl:群管
理システム),自動搬送装置やロボットの発達とともにFMS(FlexibleManufacturingSyst
em:柔構造製造システム),そして工場全体の自動化を目指すFA(FactoryAutomation)が
コンピュータ利用のターゲットとして掲げられてきた.但し,あまりにも大規模な自動化は投
資を増大させるばかりでなく,製造のフレキシビリティを低減させるとのことで,近年では,
部分的な自動化であるFMC(FlexibleManufacturingCell:フレキシブル加工セル)が主流
である.
一方,事務部門では,コンピュータでの処理を前提とする生産計画手法であるMRP(Mate-
rialRequirementsPlanning:資材所要量計画)の登場により,その適用が試みられ,予測販
売量もしくは注文量が与えられれば,製品の部品構成表を基に,内作 ･外作資材および製品組
立の発注時期 ･量のコンピュータによる意思決定支援が行われ,間接部門の合理化と納入 リー
ドタイムの縮小に貢献した.また,コンピュータの小型化に伴いワープロ,ファクシミリ,コ
ピー機などが発展し,盛んに利用され,部門の合理化に寄与 してきた.
他方,コンピュータの高性能化 ･小型化に伴って発達したグラフィック処理技術を背景に,
開発 ･設計部門では,コンピュータによる図面の作図支援,生産工程設計支援,さらに進んで
自動設計がCAD(Computer-AidedDesign:コンピュータ支援設計)と呼ばれ急速に進展 し,
また構造設計などの複雑な科学技術計算へのコンピュータの利用がCAE(Computer-Aided
Engineering:コンピュータ支援研究開発)と呼ばれ,ス-パーコンピュータの発達と相まって
進展している.
コンピュータの発達にともなう個別職能 1)でのコンピュータ利用の進展とともに,コンピュー
タ技術の発達は,デジタル情報伝送技術を進化させ,それは各種通信機器の発達とコンピュー
タ情報ネットワークを中心とする通信インフラ整備の誘因となった.特に限られた地域内での
高速にして大量の情報の移送を可能にするLAN(LocalAreaNetwork:構内通信ネットワー
ク)技術は,上述のFA発展の誘因となった.
通信機器の発達と通信インフラ整備は,FAのような工場内だけの情報の授受だけでなく,
企莱問,顧客 ･企業間の安定した情報の授受の可能性をもたらした.それは製造現場にあるコ
ンピュータから,離れた場所にある関連会社や営業拠点に,生産計画情報および生産管理情報
のダイレクトな伝達が,また関連会社や営業拠点からの製造進捗状況の問い合せや注文情報な
どに関する製造現場-の情報伝達の可能性をもたらし,伝達に係わる事務処理の合理化,時間
短縮,撤密な受注 ･発注処理の達成によるコスト低減を目標としている.
一方,通信技術の発達は,工場以外の企業内の情報の授受も大量にして高速かっ安定して行
えるようになり,開発 ･設計部門と製造部門との間の製品加工情報を中心とする技術情報の授
受が容易となって,CAD/CAMと呼ばれその洗練度を高めている.他方,販売部門もしく
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はマーケティング部門では,数百万件の顧客情報をデータベースとして持ち,それらを分析し,
ターゲットを絞って販売促進活動を行うデータベース･マーケティングが威力を発揮しつつあ
り,さらに,情報ネットワークを介しての企業と消費者,製造業と流通企業,製品開発者と消
費者との直接対話によるより撤密なマーケティング活動の可能性をもたらしている.
2.2 コンピュータ支援機能の全社的統合
情報技術の進展とその製造業での利用は,前項で見てきたように,各個別職能において技術
の進展と相まって可能な範囲内において行われ,個別職能間で授受される情報種の類似性に鑑
みて,職能間の情報授受のコンピュータ支援が進展してきたと言える.
ここで,情報種とそのフローの視点から製造業におけるコンピュータ利用の可能性をさらに
整理すれば,次のようになる.
通信技術の発展と通信インフラの整備により,顧客や営業拠点から注文情報をダイレクトに
受け,生産計画 ･管理部門ではそれを基に資材の発注,生産計画業務および生産管理業務を行
うこと,つまり 【計画 ･管理情報】2)の一貫した生成,伝達,展開が可能となった.
開発 ･設計部門では,設計情報を製造部門コンピュータにダイレクトに伝達して,コンピュー
タ制御工作機械や各種搬送装置の制御情報に展開すること,つまり 【技術情報】 3)の一貫 した
生成,伝達,展開が可能となった.製造部門では,計画 ･管理情報と技術情報をコンピュータ
支援によって融合させ,適切な時期に,適切な量の製品を合理的 ･効率的に生産することが可
能となった.
以上を受けて,開発 ･設計部門では,計画 ･管理部門で扱う生産量の情報,さらには顧客に
最も近い販売部門で収集することが可能な顧客のニーズ情報を利用して,よりタイムリーで顧
客ニーズに合致した製品の開発 ･設計の可能性が出てきた.また販売部門,生産計画 ･管理部
門などの部門では,開発 ･設計部門の製品に関する情報を展開して,またはその部門との情報
の授受を密にして,見積もりの迅速化,より顧客ニーズに合致 した製品を提供することを確約
することで受注量の増大などを図ることが検討できるようになった.
以上の可能性を実現することで得るであろう比較優位によって創出できる利益から,技術情
報と計画 ･管理情報の統合,簡単にはコンピュータ支援機能の全社的統合が近年のコンピュー
タ支援もしくは製造業における情報システムの目標として掲げられるようになった.それがC
IM (S)(ComputerIntegratedManufacturing(Systems):コンピュータ統合生産) と
呼ばれる概念である.
CIMの基本概念は,共有データベースを作り上げ,それを必要部署から自在に授受できる
ようにして,上述の技術情報と計画 ･管理情報の統合を合理的 ･効率的に成し遂げようとする
ものである4).この共有データベースの構築により,顧客ニーズの取込みから,設計 ･調達 ･
生産 ･物流 ･販売のサイクルの短縮化を計ることが可能となり,市場の変化が激しくかつ不透
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明な時代にあって,戦略的な製品開発と生産 ･販売体制を構築し,市場での比較優位を獲得で
きる可能性をもたらすとされている.
2.3 仮想企業体での製販統合化を目指す情報システム
前項のCIMの概念は,最新の情報技術を究極まで利用したシステムとして,製造業の業務
システム,より狭義には情報システムの理想型であり,先進国製造業に係わる人々に夢を与え
る.そして製造業およびそれと関係する業界の基本が ｢モノを造って売る｣にあることに今後
とも変わりないのであれば,CIMは製販統合を実現するシステムの究極の姿であると言える.
しかし,そのCIMを実際に具現化するには多くの問題が残されている.
第一は,現代の製品は一つの企業で原材料,部品,製品の全てが製造されることはまれであ
り,従って最終製品が消費者の手元に届くまでの,製品企画に始まり,設計,製造,物流,販
売の個々の職能でのプロセス (手続)において企業間連携が必須事項である.さらには,消費
者ニーズの変化が激しく,技術進歩が速い時代にあっては,企業間連携を柔軟に変更して市場
に追従させることが製造業の戟略ともなっている.従って,そのような状況に適合できるよう
な業務の遂行方法が模索されるべきであり,そしてそれを支援する情報システムが必要となる.
第二に,そのような戦略の重要性が叫ばれている一方で,多くの企業が社内における職能間
での情報伝送さえスムースに行えないのが現状であり,それ故に,共有データベースの構築ま
でに至らないことである.このような問題以外にも,コンピュータシステムの構築もしくは利
用自体が製造のフレキシビリティーを減少させるとの議論もある.
第一,第二の課題に対処する一つの方策として,近年注目されているのが,企莱問,企業と
行政府との技術データおよびビジネスデータの交換を標準化 ･電子化し,企画 ･設計 ･製造 ･
物流 ･販売のビジネスサイクルを極限にまで短縮化 しようとするCALS(CommerceAt
LightSpeed)5),EDI,EC(ElectronicCommerce:電子商取引)である. これら方策は,
決して新しい概念に立脚するものではない.グループ･テクノロジィー 6)以来の設計および製
造対象物の記述標準化の試み,情報システムの支援を得て業務を並行的に行うことによって企
画から製造開始に至るまでの時間の短縮を計るコンカレント･エンジニアリング7),今持って
各国間で交渉中であるEDIの統一基準,文書伝送書式の標準化の模索,オブジェクト指向の
展開など,CALSに通ずる課題は長い歴史をかけて議論されてきた.CALSが近年,注目
を浴びているのは,これら課題に対する解決の糸口を見つけたいという強い関係者の希望に,
パソコン通信やインターネットの普及が加わり,それに米国の情報スーパー-イウェイ構想の
正当化戦略の一環として,CALS推進プロジェクトが発足したことによると考える.
従って,ブームの根底にある未解決の課題が解消されない限り,ブームで語られていること
が現実になるとは言えないが,その根底にあることは,長い歴史を有し,将来的には実現しな
くてはならない事項であり,これらの実現無くして,2.3項までの製販統合化は,その投資
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対効果の視点から見ても,十分に達成されたとは言い難いのである.
以上,製造,管理,販売等の個別部門での業務効率化,合理化の手段としての情報技術の利
用から,CIM,そしてCALSなどの業務間,業者間連携の円滑化 効率化の戦略としての
情報および通信技術の利用に至る歴史,別の視点から見れば,製販統合システムを追い求める
歴史を概観してきたと言える.ここで議論を製販統合化に戻し,次節では,その基本的概念に
ついて考察する.
3.製販統合化の基本的概念
製販統合化の基本的概念は,『モノの企画 ･設計 ･製造 ･販売サイクルをサービスのそれに
極力近づけていくことである』と捉えることができる.つまり,サービス業では,顧客の所に
出向き,もしくは顧客に店舗まで来てもらい,その場で顧客の要望を聞いて,生産すべきサー
ビスを決定し,その場で多くの場合,販売すること,つまり瞬時即応体制がサービス業では当
然のこととして一般的に捉えられている.
この視点にたてば,製販統合化の基本的目標は次の2つである.
① リードタイムの縮小
② オーダーメイド化
但し,品質の低下およびコスト上昇による価格高騰を招いてはならないことは前提条件であ
ることに注意しなくてはならない.前節で述べたCIMは,この二つの目標を達成するため,
共有データベースの構築によってコンピュータ支援された社内の全機能の統合を計ろうとする
一つの理想的な企業システムであると言える.またCALSやEDIの利用は,これら2つの
目標を達成して製品を購入する顧客の満足度を最大化することによって,モノの製造と販売に
関与する複数の企業がともに利益を分ち合う経済システムの理想であると言える.
この節では,これら理想に至る上での,次の2つ情報の流れに視点を置いた製販統合の概念
を提供する.
Ⅰ.計画 ･管理情報の流れに基づく統合
市場での個々の製品の販売状況や流通在庫の量を的確に把握 し,在庫の圧縮,販売機会損失
の回避,安定した生産を確保することによって,円滑な製品供給による顧客サービスの向上を
計るとともに,原価を極力低減したい場合,顧客と接する販売部門もしくはマーケティング部
門または流通企業,工場と販売拠点間の物の流れの管理に携わる物流部門,製品を生産する製
造部門の間の情報統合,つまりマーケテイング業務から生産計画 ･管理業務に流れる販売 ･物
流 ･製造の計画 ･管理情報の流れを円滑かつ迅速にすることを目的とする統合である.この統
合のためには,販売拠点の販売状況や在庫状況をリアルタイムに近い状況で把握する情報シス
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テム,そこから得た情報を基に生産計画の策定,変更を指示する生産計画 ･管理システムが必
要となる.
この場合,製販機能が同一企業体にある場合,組織内にコンフリクトがあるとしてもそのシ
ステム構築は社内の問題であるが,製販機能が分離されている業界では,システム構築に際し
て両者の要望は相反する.流通企業では,機会損失を極力抑えた上で売れ残りを出さないよう
な商品の量,さらには販売量の時系列にあった量を準備し,市場の需要量に的確に連動した販
売,さらには仕掛けるマーケティングに見合った販売を行うことを望む.一方,製品を製造す
る企業,つまりメーカと呼ばれる企業では,できるならば計画的な生産を行って生産コストの
低減を計りたいと望む.市場の状況は時時刻刻と変化するために,両者の要望は相反すること
になる.業者間連携が可能であれば,時時刻刻と変化する市場の状況に関する情報の業者間授
受が容易に行えるようなシステムが模索されるであろう.一方,連携が不可能であれば,販売
量予測をできるだけ正確に行える情報を市場から直接入手できるシステムの構築もしくは導入
をメーカは模索するであろうし,流通業者は目的にかなう商品調達システムの構築を考える.
Ⅲ.技術情報の流れに基づく統合
顧客がどんな製品を求めているか,市場で今どんな製品が売れているかの情報をタイムリィ
に把握して,それを技術開発や製品設計に生かしたい場合,顧客に直に接する販売部門もしく
はマーケティング部門または流通企業と,製品の開発 ･設計を担う製品設計 ･技術開発部門の
情報統合を計ることが肝要であり,流通業務もしくはマーケティング業務から製品の企画 ･開
発 ･設計業務,さらには製造現場に流れる技術情報の流れを円滑かっ迅速にすることである.
この統合のためには,顧客一人一人に至るまでの撤密な情報を収集 ･分析する顧客情報管理シ
ステム,製品開発に係わる新技術情報や特許情報を収集 ･分析する情報システム,そこから得
た情報を基に技術的に必要十分な機能 ･品質を付与した製品の開発を支援するCAE,製造が
可能なレベルに情報を展開するCAD,そしてそれを製造現場に展開するCAMが必要となる.
製販機能が分離している業界の場合,顧客に直に接する流通業では,その利点を利用して,
商品のコスト,デザイン,品質,形態,機能などの点において顧客のニーズに合った製品を企
画 ･設計して販売 し,競合他社に対して比較優位を獲得したいと望む.メーカは,顧客のニー
ズを同業他社より迅速かっ正確に把握してそれを製品企画 ･開発に生かしたいと望むし,新技
術を反映した新製品については,その評価をできるだけ迅速に把握して製品の改善を計りたい
と望む.業者間連携が可能であれば,情報伝送をできるだけスムースにするシステムが模索さ
れるであろうし,さらには顧客のニーズの多様性を分析もしくは集約するシステムが求められ
る.連携が難しいのであれば,流通業者は顧客ニーズの多様性を分析もしくは集約できるシス
テムの高度化を目指し,そのシステムから得られた情報を基に商品を企画し,それを製品化し
てくれる企業をみつけるための検索システムを模索するかもしれない.メーカは,ダイレクト
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に製品を顧客に販売 ･供給するシステムを構築して顧客ニーズの把握に努めるかもしれないし,
顧客から直に情報を収集するシステムを構築もしくは関連するサービスを利用するかもしれな
い.
これら両者の統合化はどちらも重要な役割を演じるが,現在構築が進められているコンピュー
タシステムの構築を前提とした製造機能と販売機能の統合化は,その扱いやすさから,の計画･
管理情報の流れに基づく統合化である.しかし計画 ･管理情報においても技術情報においても,
発信基地は顧客にあり,各々の統合化に関わるシステムをまったく独立 して構築するより,悼
報の発信地,通過地,受信地をよく把握 ･検討し,技術および計画 ･管理の両情報を有効に掴
んで生かせる情報通信ネットワークシステムやデータベースを作り有機的な統合化を計ること
が肝要である.
以上の議論を集約して,本稿では製販統合を支援する情報システム,これを製販統合支援情
報システムと呼ぶならば,それを次のように定義する.
『顧客の望む製品を適切な時期に適切な価格で供給するために,顧客ニーズを迅速かっ合理的
に把握し,それに対応する製品を迅速かつ適切なコストで製造し,円滑かっ機会損失なく販売
することを支援する企業内および企業間に構築される情報システム』
4.生産と販売の形態
4.1 製造の形態
製品には,手のひらにのる文具のような小物から航空機や船のように大きなものまでさまざ
まある.そのような製品の生産形態の分類には,大きく3つがある (人見,1991,32-33頁).
その第一は,組立生産か分解生産かのような ｢製品構成に基づく分類｣,第二は,受注か見込
みかのような製品仕様の確実性に基づく分類,別の言い方をすれば ｢製品と顧客の関係に基づ
く分類｣,第三は個別生産か連続生産かのような ｢生産数量に基づく分類｣がある.どのよう
な生産形態を採用するかは,まずどのような製品を生産するかによって,第-の製品構成によ
る生産形態が特定され,次に第二の製品と顧客の関係,これは販売方法を規定することとなる
が,この関係によって受注になるのか見込みにになるのかが特定され,その特定を基にして第
三の生産数量に基づく生産形態が決まることになる (太田,1994,9-10頁).
情報システムの構築は,物の流れや情報の流れに係わるプロセス (手続)に依存すると考え
られる.したがって,そのプロセスをいかに構築するか,またはいかに捉えるかは情報システ
ムを考える上で重要である8).この視点で捉えるならば,製造する製品,つまり製品構成によっ
て物の流れに係わるプロセスである製造プロセスの概要が規定され,次に製品の顧客-の供給
関係,つまり製品仕様の確実性によって,計画 ･管理情報の流れ,技術情報の流れに係わる計
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画 ･管理プロセスや設計プロセスの概要が規定され,最後に製品供給量,つまり生産数量によっ
て,製造プロセス,計画 ･管理プロセス,設計プロセスの詳細が規定されることになる.
以上より,生産数量に基づく生産形態の分類,これを製造形態の分類と呼ぶならば9),それ
は製造業だけではなく,製品の販売を専業とする流通業にとっても重要な意味を持っ.その分
類方法についてはいくつかあるが10),ここでは以下の4つの形態を挙げる.
タイプMl:連続型製造形態
石油精製業や化学工業などでは規格品を大量に生産する.しかもこの場合の製造形態は,オー
トメーション化されたプラントで連続的に生産が行われる場合が多い.このように高度に専門
化され機械化された設備で連続的に標準品を大量に生産する形態を連続型製造形態という.こ
の場合の製造設備は特定の製品を生産すること古手特化するため,また,設備そのものが大きく
複雑になるため,他の用途への転用は難しく,きわめて資本集約的な設備となる.
タイプM2:連続型ライン製造形態/アセンブリライン製造形態
自動車や家電製品のように,固定的なライン上で比較的長期にわたり大量の製品を生産する
形態である.この製造形態の場合,数種の主要製品が大量に製造 ･販売されることが前提とな
る.もちろん需要予測に基づいて生産計画が立てられ,受注状況をにらみながら実際の生産量
が調整される場合が多い.
タイプM3:断続型ライン製造形態/バッチ製造形態
生産すべき量が生産能力以下のとき,ある一定量をまとめて,そのための製造ラインを編成
して生産するバッチ生産,ロット生産,間欠生産,あるいは断続型ライン生産と呼ばれる製造
形態をとる.重機械工業のように顧客によって注文内容の細部は異なるが,全体としての注文
量が比較的多い企業では,製品は標準機種に各種のオプションを付けて注文仕様に対応し,あ
る程度まとめて生産する場合が多い.
タイプM4:個別製造形態/ジョブショップ製造形態
特定の製造ラインを編成するまでには生産量が多くないとき,固定化された製造設備を製造
の工程に従って巡りながら生産する.村の鍛冶屋が鎌を作るとき,注文主の用途や要望に応じ
ながら完全にオリジナルな製品を作るのがこの原型である.印刷業など,顧客の注文内容に応
じて多様で少量の製品を作り出す場合や,多様な部品を少量ずつ生産する機械加工の工場など
ら,この個別生産あるいはジョブショップ生産といわれる製造形態をとる.
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4.2 生産形態とプロダクト･プロセス･マトリックス
生産すべき製品の製品構成に係わる分類は早々変化するものではない.例えば,今年まで組
立型分類に属する自動車を生産していた企業が,来年,分解型分類に属する石油製品に製造品
を変更するとは考えられない.しかし,製品と顧客の関係,つまり受注か見込みかは,市場の
状況や企業の意思によって容易ではないが変更することが可能である.従って生産数量に基づ
く製造形態の意思決定とともに,製品と顧客の関係に基づく意思決定も重要な意思決定事項で
あり,両者の関係を把握しておくことが重要である.
この関係を考察するため,図1のようなプロダクト･プロセス･マトリックスがハイエスニ
フオイールライト(Hayes-Wheelwright,1978)によって提言されている.横軸は製品の種
類と生産 ･販売量,すなわち顧客と製品の関係を示し,右に行くはど製品市場での浸透度が高
い.また右側に位置する製品はど見込み生産され,左側に位置するほど受注生産の形態がとら
れる.縦軸は数量に基づく製造形態による分類で,上に行くはど個別製造形態が,下に行くほ
ど連続型製造形態となる.規模の経済性からは下に行くはど生産効率がよく,生産コストは一
般に下がる.しかし,素早い市場対応および多様な顧客ニーズへの対応という面では逆になる.
一般的には製品と顧客の関係が変化した場合,一般にはaAからdDへの対角線上を右下も
しくは左上に移動するように製造形態を変更する.dAおよびaDに位置する企業は存在しな
顧客と製品
製造形態
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図 1.-イエス-フォイールライトのプロダクト･プロセス･マトリックス
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い.右上すみは個別製造形態,ジョブショップ製造形態を用いて生産される大量規格品をあら
わす.しかし,これは明らかに非経済的である.同様に左下すみは,連続的もしくは非常に専
門化された製造プロセスによって生産される多品種品をあらわしている.このプロセスは,ユ
ニークな製品特性に対してあまりにも融通性がなさすぎるからである.
対角線上に位置することは,特定の製品の市場環境が対応する製造形態と自然な形で合致 し
た結果を表している.しかし,企業は競合上の優位性を獲得 しようとして,対角線上から若干
はずれた位置を占めようとするかもしれない.例えば,バブル期のトヨタ自動車は,多品種品
を連続型ライン製造形態で製造 し,他社よりもコスト低減を計ろうとした.多品種化すればセ
ルを斜め左上に向かうように製造形態を変更するのが自然な業務戦略行動であるが,ccとい
うそれまでのセル位置から水平左のCBにシフトする行動を採用して他社に対して比較優位を
獲得しようとした.一般に,現在のような経営環境下では,標準品を効率的に大量に生産する
より,一人一人の顧客のニーズに応じて,より多品種をより少量効率的に生産する必要がある.
したがって,対角線上では左上あるいは左方を指向する傾向があるといえる.
以上のように,このマトリックスは製造戦略上,もしくは業務戦略上,重要な役割を演ずる
が,縦軸が製造形態を,横軸が顧客と製品の関係,つまり販売方法を規定する重要な要因を表
しているという点で,製販統合のタイプを分類する上でも重要な役割を演ずる.この分類につ
いて次節において考察する.
4.3 販売の形態
近年の傾向として,受注生産をマーケティングのうたい文句としている製品が多い.一人一
人の顧客ニーズに応えることが製品に付加価値を与えると考えられているからである.しかし,
顧客には受注生産とみえるかもしれない製品であっても,部品のレベルでは見込み生産されて
いて,組立時に受注形態を採用している製品が多いのが実状である.このことを考慮して,製
品の企画 ･設計 ･製造 ･販売サイクルの視点から,受注か見込みかについて次の4つにタイプ
分けが可能である.
タイプSl:受注 (企画 ･設計 ･製造 ･販売)
企画の段階から一人一人の顧客の要望を聞いて生産する製品である.典型的には発電所プラ
ントや注文住宅などであるが,注文家具,オーダーメイドの服,建築,特注機械製品などがこ
れに該当する.
タイプS2:見込 (企画 ･設計) ･受注 (製造 ･販売)
設計まではしておいて注文が入ってきた段階で製造を開始するタイプである.見込みで部品
までは生産しておき,受注が来た時点で製品の組立を開始するタイプもこの範噂としている.
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飛行機,船,超高級車,メインフレームコンピュータなどが典型的な製品としてこのタイプに
該当するが,近年の大衆自動車,イージーオーダの服,受注生産をうたうパソコン,特殊電化
製品なども,部品製造までは見込みで行われる場合が多いが,このタイプに該当すると考える.
タイプS3:見込 (企画 ･設計 ･製造) ･受注 (販売)
製造側では,見込みで多様な製品を製造しておいて,販売側では顧客からの受注に対して製
品在庫を引当てるという形態がこれに該当する.店舗や販売拠点に製品在庫をおかない通信販
売などの商品,そして少し前の自動車など販売拠点に製品在庫を確保するには場所等がない製
品などもこれに該当すると考えられる.近年,インターネットビジネスとして注目される情報
通信ネットワークを介しての顧客と製品供給者の取引形態もこの形態に他ならない.
タイプS4:見込 (企画 ･設計 ･製造 ･販売)
とにかく製品は製造して,販売部門もしくは流通業者は販売拠点での製品在庫もしくは店頭
在庫として製品を準備し,顧客にそれを示し,気に入ればそれを購入してもらうタイプである.
一般電化製品,日用品,パソコン一般なとがこれに該当する.
製販機能が分離している業界で,流通業者は販売状況を見て製造業者に発注し,製造業者は
その発注があってから製造を開始する形態を採用している場合があるかもしれない.店頭もし
くは販売拠点で製品在庫の在庫回転率が悪い製品がこれに該当しているのであれば,その製品
はタイプS2に変更されるべきかもしれない.しかし,そうでない製品でこの形態を採用して
いるとするならば,流通業者から製造業者への発注は,製造業者にとっては見込み生産を販売
状況によりリンクして行うための情報として捉えることができ,このタイプから外れるわけで
はない.
以上のタイプは,プロダクト･プロセス･マトリックス上では,横軸を区切ることとなる.
タイプSlは,左側に,タイプS4は右側に位置することとなる.そして個々のタイプは販売
方法を規定することにもなる.この点から上述のタイプは,別の視点から見れば販売のタイプ
を表しているとも考えることができ,本稿ではこれらを販売形態と呼ぶこととする.次節では,
このタイプ分類を受けて,販売および販売情報システムについて概説するとともに,製販統合
の概念,製造形態,プロダクト･プロセス･マトリ∴ソクスの考え方を総合して製販統合支援情
報システムのタイプを提示する.
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5.製販統合支援情報システムのタイプ
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5.1 製販統合を誘導するシステム化コンセプ ト
販売活動は,｢メーカからユーザに至るまでの商品の流通を管理 し,さらに促進させる諸活
動｣という一般的な定義からも販売活動を本業で行うのは流通業というイメージがある.そし
てこのイメージに従うように,販売情報システムといえば,流通業を主対象とした小売業,卸
売業の情報化,ネットワーク化と,販売活動,さらに広い捉え方でマーケティングを行うため
の情報を取り扱うシステムというイメージが強かった.後者のマーケテイングのための情報収
隻,分析には,製造業が行うべき製品の需要予測や新製品の企画,デザインなども含まれてい
たが,議論としてはあくまで売る側の論理で,販売に必要な製品はタイミング良く供給される
ことが前提とされていた.
このような販売活動の情報システム化の具体例として次のようなものがあげられる (石渡,
1993).
(む集団化,共同化,系列化などの流通機構の組織化
②受発注,在庫,倉庫,配送などの物流のシステム化
③販売活動のモデル化,データベース化
④LAN,VAN,ニューメディアなどによる企業内,企莱問,企業とユーザ間の情報ネット
ワーク化.
⑤流通業,サービス業における受注側,発注側の情報処理システムを中心としたオートメーショ
ン化,POS,EOS(ElectronicOrderSystem:補充発注システム),カードシステムなど
の推進.
流通業を中心とするこれらの情報システム化は,製造業の情報システム,さらにはその業務
形態に強い影響を与えてきた.流通業が製造業よりも強いと言われる米国においては特に顕著
であり,いっくかの新たなシステム化のコンセプトが登場し,日本においてもその追従が試行
されようとしている11).但 し,日本の流通業のシステム化能力が低いことは,流通業自身 も認
めるところであり (竹内,1989),流通業のシステム化に対して製造業が リーダーシップを発
揮する場合すらある.それは製造業にとっても,3節で述べたように,技術情報にしても計画 ･
管理情報にしても顧客ニーズを把握するために欲しい情報の授受を可能にし,自分達の利益に
結びっくからである.従って,そのようなシステム化のコンセプトは,製販統合のシステム化
を誘導するコンセプトと考えることができる.
ここではそのようなコンセプトとして,CALS,QR(QuickResponse),インターネッ
トビジネス,ECR(EfficientConsumerResponse)の4つを取上げる.個々のコンセプトは,
前節の ｢製品と顧客の関係｣を表す販売形態のタイプに対応 して,製販統合を働きかけるとと
もに,製販統合支援情報システムの構築を誘導する代表的システム化コンセプトと捉えること
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ができる.但 し,あくまでも製販統合支援情報システムの構築を誘導する,もしくは結果とし
てその方向に向うであろうコンセプトとして捉えており,そのコンセプ トに従順なシステム構
築が唯一の方策として捉えているわけではない.このことを強調するために,以下,｢指向｣
という言葉を付けて各コンセプトと製販統合の関係を説明する.
(1)CALS指向
生産財を生産する製造業の多くは受注生産である.受注生産の場合は,販売機能が情報シス
テム化されている必要性は必ずしもない. しかし,多くの受注を受けるためには,品質,価格
も重要な要因であるが,それ以上に納期が相対的に重要になる.CALSの最新の考え方は
｢光速な商取引｣をEDIによって実現 しようとするものである. しかし,その基本的な概念
は,製品の開発,設計,製造,運用,ロジスティックスに係わる複数の事業者が統合化された
データベースを中心に,個々の業務を可能な限り並行的に処理 して,業務サイクルの大幅な短
縮を目指そうとするものである. しかし,コンセプトそのものの発祥は,良く引用されるボー
イングを中心とする飛行機の開発にあったとされる (宮西,1995).そこでは,顧客満足を高
めるには機体価格を下げる必要があり,そのためには設計変更,設計 ミスを極力少なくことが
重要であってその手段としてコンカレントエンジニアリングが実施され,そのために設計から
製造,整備マニュアルの作成までを一元的なデジタルデータとして共有する必要があることか
ら,このCALSのコンセプ トの大元が生まれたとされる.従ってCALSは基本的には設計
業務に重点がある業界の製販統合のシステム誘導コンセプトであり,現在のCALSの概念は
拡大されてすぎているとも捉えることができる.
拡大されたCALSのコンセプトは以降に述べるQR,インターネットビジネス,ECRな
どのコンセプトも包含 し,そのような広義な方向のシステム化をここで取り上げるものではな
い.あくまでも企画 ･設計業務,つまり技術情報を中心とした製販統合を誘導するコンセプト
としてのCALS,つまりCALS本来が目指 した製販統合の方向を持ったシステム化を意味
する.これに該当する身近なシステム化の例としてサンリットと松下電工を挙げよう.
企業のユニフォームなどはかっては既製の制服のパターンから選択するか,大金をはたいて
自社独自のユニフォームを作るかのどちらかであった.ほとんどの企業はコスト面から既製服
を選択せざるを得ず,基本的には制服は見込み生産であった.サンリット産業は,デザイン,
素材の発注,縫製,物流のネットワークを構築 し,希望にあったデザインのユニフォームを従
来の既製服と変わらぬコスト,納期で供給するシステムを造り上げた.
松下電工は総合住宅用電装機器メーカーであるが,同社の扱う製品の中に,システムキッチ
ンがある.顧客が製品の使用状況を確認しながら製品を選択できるバーチャルリアリティーを
用いたシステムを販売拠点に設置したり,さらには顧客のキッチン環境に合わせた特注サイズ,
型のキッチン家具を発注できることで他社との差別化を計ろうとしている.販売拠点から個々
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の製品の受注量や特注品の設計情報などの発注データは,製造部門に即座に反映されるシステ
ムが構築され,納入 リードタイムの短縮に寄与 している.
これら2つの事例に見るように,顧客のニーズを製品設計にまで反映させた上で,納期の短
縮とコスト削減を計ることを,情報システムによって実現しようとしており,CALSの目指
す基本概念の方向に沿ったシステム化の試みであると言える.
(2) QR指向
季節衣料などでは,実際に商品を販売するはるか以前に商品をデザインし,素材を手配し,
生産を行いっつ流通への売り込みを行い,実際の売上高を予想して生産量を決定する.商品企
画が最新のトレンドを反映し,小売店で非常によく売れていると判明した時点では,流通在庫
はほとんどなく,小売側は商品の補充ができない.すべての商品が売れてしまったとしたら,
生産量が少なすぎ,本来もっと売れるはずの機会を失った (機会損失の発生)と理解すべきか
もしれない.逆に,商品が消費者の晴好に合わなかった場合は,売れ残った商品が山となって
返品されてくる.このような季節性やファッション性の高い商品の場合は, トレンドを見極め
るためにぎりぎりまで生産開始を遅らせ,製品構成,生産量を実需にあわせる必要がある.
このような商品を製造する場合は, トレンドをサーチするという意味での消費者との結びっ
さは必要なものの,重点はもの造りで,企画,原材料の調達,製造,物流のサイクルをいかに
短縮するかが勝負になる.繊維関係では,とくに原材料の調達も複雑,製造工程も染色や縫製
など一企業ですべてをこなすというよりも,関連企業が連携 して仕事を進めることが必要であ
る.このような環境下で納期を短縮するためには,サイクル全体がネットワーク化され,迅速
に動くようにシステム化する必要がある.新製品の開発では,需要予測や製品のデザインなど
に加えて,製品化のリードタイムを短縮すればするはど有利になる. したがって,ここで示す
一時的な見込み生産ばかりではなく,一般的な新製品の開発においても上記の特性が必要とさ
れる.
このようなシステム化をEDI12)の考え方をさらに発展させて行うコンセプトをQR(Quick
Response:クイックレスポンス)と呼ぶ.QRは元来,1980年代後半から米国の衣料品業界
を中心に発展を遂げてきたシステム化コンセプトであり,｢最大限の利益を確保するようなテ
クノロジーとビジネス戦略を駆使して,正しい製品を,正しい所に,正しいタイミングで届け
る事｣というように定義され,その中JL､課題は製品の製造から販売までのサイクルもしくはリー
ドタイムを短縮することによって,顧客の望む商品を短時間に安く供給することにある (岩島,
1995).QRは,CALSのように設計主導ではないが共同開発やデザイン･インの考え方ま
でを近年取り入れようとしているし,後述のインターネットビジネスや通信販売のような顧客
と供給側の新たな関係,さらにECRのような流通過程における物の流れと情報の流れの抜本
的改善も含んでいる点で,QRでもってあらゆる製販統合を誘導するコンセプトを代表させる
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ことが可能かもしれない. しかし,QRは衣料品業界にその発端があることでわかるように,
製造を中心に捉え,それと物流 ･販売を密接に関連付けることに特色があると考えられる.従っ
て,製品の企画 ･設計は見込みで行われているが,その製造は,顧客もしくは流通業者からの
受注に対して即座に反応して実施され,納品が行われるような販売タイプS2に対応するシス
テムの構築の代表的コンセプトであると考えることができる.このコンセプトの指針に沿った
製販統合支援情報システムを構築している事例として, IBM,イ トー ヨーカード,コクヨを
挙げよう.
米国ノースカロライナにあるIBMでは,顧客の望む付帯機器とCPUを搭載するパソコン
を,発注があってから組立を開始し,完了すると即座に発送がなされる.どのようなCPUを
搭載する本体か,そこにどのような周辺機器を搭載するのかの顧客からの発注情報は,工場の
作業者の手元のコンピュータに配信され,作業者はそのコンピュータのディスプレイを見なが
ら必要な部品を収集 してパソコンを組立てる.完了すると検品の後,すぐに梱包され,宅急便
で顧客の手元に配送される.
イ トー ヨーカ堂は,売れる商品の開発,品切れによる機会損失の低減のため,POSデータ
の分析についてメーカーとのネットワーク化を強めている.とくに季節衣料品では,自社で商
品を企画し,大量に生産して製品の販売価格を安くし,各店舗で機動的に値付を変えながら売
り切ることを得意とし,他のGMS (総合スーパー)に差をっけている.
コクヨは文具のトップメーカとして知られているが,実際にはオフィス家具や備品,オフィ
スのシステム化を行う企業でもあり,事業の重点は後者に移りつつある.1970年にコンピュー
タを導入してから,順次コクヨと卸店,小売店とのネットワークを整備してきた.また当然の
ことながら工場と物流センターとの間のネットワークも整備してきた.その結果コクヨでは受
注生産している製品について,受注時に生産を合理的に割り当てつつ,納期が確約できるシス
テムを構築している.在庫があれば即納が可能でも,多種多様でスペースをとるオフィス家具
などは在庫を持っこと自体に無理が多い.顧客満足には早い納期が重要であるが,より重要な
のは生産を混乱させずにすべての顧客に確実な納期を約束し,実行することである.
以上の例の中で,イ トー ヨーカードの例が本来のQRの概念に該当するが,IBMにしても
コクヨにしても発注から製造,物流,販売のサイクルを短縮化を計るQRのコンセプトの方向
に沿ったシステム化の工夫が見られ,製販統合の一つの指針を提示している.
(3)インターネットビジネス指向
テレビショッピングで必ず登場するといってもよい商品に羽毛布団がある.高額な商品とし
て庶民のあこがれであったが,今や驚く程の低価格でテレビ画面に登場する.その価格は,見
込みによる大量発注 ･製造によるコスト低減と,流通業者を介することなく製造業者もしくは
企画業者が直接,顧客から注文を受けることで流通コストが削減された結果である.なおかっ
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顧客からのダイレクトな受注によって,コミュニケーション活動に対する顧客の反応に関する
情報や製品企画に反映できるようなニーズ情報を製造業者は入手できることになる.顧客と製
品の関係のタイプで言えば,製品の企画 ･設計 ･製造は見込みでなされ,製品在庫として準備
され,顧客からの受注を待っことになる.このような通販業界が切開いてきたシステム化の仕
組は,製販統合のコンセプトの一つを提示してくれる.
このコンセプトに該当する少し時代をさかのぼった事例として,売行き好調であった時期の
大衆乗用車のEOSによる受発注のシステム化も該当すると考えられる.乗用車のような店頭
に並べるには大きすぎる商品の場合,売筋の乗用車については見込みで製造 しておき,ディー
ラーに訪れた顧客からの受注に対して,在庫を引当てるという仕組をシステム化によって実現
していた.在庫状況を顧客に即答できることは,顧客からの受注を獲得できる要因に十分なり
得るからである.
このようなコンセプトに基づく製販統合は,流通機構の改革に対する社会的要請,そしてイ
ンターネット等の顧客と製造業者とのダイレクトな情報の授受の手段が普及するなかで,益々
洗練されたシステムが構築されていくものと考えられる.特に近年のインターネットの急速な
普及の中で,代表的なビジネスコンセプトとして,インターネットの持っインタラクティブ性
や,デジタルデータの授受が可能となることを生かしたバーチャルリアリティを取り込んで,
その洗練度,そして消費者にとっては魅力度を高めっっあると言える.将来,インターネット
がより扱いやすくコストが低い情報授受の手段になり,さらにはテレビ電話なども可能となれ
ば,この種の商取引は,全てインターネットの中に集約されることもあり得る.このような将
来的な方向性も含め,企画,設計,製造は見込みでなされ,販売が受注で行われる販売タイプ
S3を前提に製販統合のシステム化がなされるコンセプト名をインターネットビジネス指向と
する.
(4) ECR指向
日用品,定番商品の中には牛乳やパン,弁当などのように,作り置きが利かず,もし売れ残
りが生じた場合,廃棄処分以外ないという商品がある.このような商品の場合,製造,物流,
販売を緊密に連動させることが課題となる.一方,作り置きが可能な商品の場合,在庫量を多
くすれば欠品を防ぐことができる.しかし,そのような商品であってもむやみに在庫を持っこ
とは許されず,在庫費用と製造コストとのトレードオフの関係によって在庫量は決定され,そ
れは製造,物流,販売がより緊密になることを要求する.定常的に見込み生産を行う日用品な
どの定番型商品や多くの既製品は,この分類に入れることができる.
製造,物流,販売の緊密度に対してもっとも厳しい対応が要求されるのが,コンビニやスー
パーなどの食品,日用雑貨などであろう.少ない販売スペースをいかに活用し,売れ筋商品を
流通,在庫費用をできる限り切りつめて販売するためには,まさに販売システムと物流,製造
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システムの連動が要求される.とくにこのような流通チャネル,商品の場合は,実際の製造方
法のいかんにかかわらず,いかに効率的に小売店頑へ商品が並ぶかが重要である.そのような
課題に対処するシステム化の方向として,既に整備されているPOSの売上げデータを迅速に
製造,物流に結びっけることである.
花王とジャスコの例のようにEDIをベースとするシステムを構築することがこの要請に応
えることとなるが,日本では日用品,加工食品業界でこのようなシステムをECR(Efficient
ConsumerResponse)と呼ぶ.ECRは,本来,1992年に米国食品業界の冬期会議で提唱さ
れた概念であり,｢小売,卸,ブローカー,メーカーなどが協働により消費者に価値を提供す
る食品業界の戦略｣と定義されている (小野,1994).しかし,その概念の根底となる考え方
が,消費者とメーカーとの間の流通業が形成するサプライチェーンの電子化による高度化,効
率化であることより,日用品等の業界にも適用が可能である.さらにこの概念を本稿の視点で
捉えるのであれば,顧客と製品の関係では,企画 ･設計 ･製造 ･販売が見込みで行われるタイ
プの製品群に対して,有効な製販統合支援情報システムの構築を誘導するシステム概念である
と捉えることができる13).
以上の議論から,個々のコンセプトは,どのコンセプトにおいても情報システムを介して密
接に販売機能と製造機能とを関連,さらには統合させることを目指すものであることが理解で
きる.従って,本稿では製販統合支援情報システムのタイプ名として,これらコンセプトの略
称を ｢指向｣という言葉を付して用いるものとする.
5.2 製販統合のタイプとプロダクト･プロセス･マトリックス
前項では,製販統合化,さらにはそれを支援する情報システムを構築する上で有用と考えら
れるコンセプトを,販売形態に対応づけて近年注目されているシステム化コンセプトを基に誘
導し,それらの特色と該当すると考えられる事例を紹介した.本項では,再度製造戦略を考察
する上で有用と考えられるプロダクト･プロセス･マトリックスに戻って,提示したコンセプ
トとマトリックスの関係を考察する.
マトリックスは,縦軸が製造形態のタイプを明示し,横軸が販売形態のタイプを明示するこ
とになり,さらにそのマトリックスは,各企業,各業界が,それぞれが抱える市場環境,製品
特性を検討した上で,製造と販売の結合点をどのセルに兄いだすかを検討する上での有用なツー
ルになることは,前節までの議論から明確になった.そして,製販統合支援情報システムは,
そのセルに位置づけれる製販統合を有効に支援するように構築されることになる.その際に,
前項で提示した4つのシステム化コンセプトは,有用なシステム構築指針を提供する.従って
前項の4つのシステム化コンセプトと,マトリックスの個々のセルとの関係を検討しておく必
要がある.
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顧客と製品の関係 (販売形態)のタイプ
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図2.製販統合支援情報システムのタイプとマトリックス上の位置づけ
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前項の個々のコンセプトをマ トリックス上に位置づければ,図2のようになると考えられる.
4.2項では,典型的には対角線上に個々の企業は業務戦略を展開しているとした.前項で提
示した個々のシステム化コンセプトについても,大枠として対角線上に位置づけられると考え
られるが,個々のコンセプトを対角線上の唯一のセルに対応させる程には,提示したコンセプ
トは厳密ではない.また前項でも述べたように個々のコンセプトは,販売形態のタイプから誘
導したものであり,その点からすれば,販売タイプから,該当するコンセプトに接近すること
となる.該当するコンセプトが指示されたなら,生産 ･販売の対象となる製品によって製造形
態の選択肢が存在する.例えば,CALS指向であるならば,個別製造形態もしくはバッチ製
造形態のどちらかが選択されることになるが,それは製品,仕様数,受注量などによってこと
なる.ECR指向であるならば,製品は見込み生産が前提であることから,メーカに集約され
る販売量が トー タルとして少ない製品であるならばバッチ製造形態が選択されるであろうし,
販売量が多い製品であるならば,連続型製造形態が必然的に選択される.
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図3.製販統合支援情報システム構築に関 しての課題
5.3 製販統合支援情報システム構築に際 しての課題
見込領域
受注領域
マ トリックス上での個々のシステム化コンセプトの位置づけは図2ように提示できるが,本
項ではさらに進めて,個々のコンセプ トを具現化 し,情報システムを構築 していく際の課題を
検討する.
考えられる課題をマ トリックス上に位置づければ図 3のようになると考えられる.課題の位
置づけに際 して,個々の課題が個々のシステム化コンセプトに対応 しているものではないため,
図示 したように大凡の位置づけに止めている.
まず,CALS指向を中心 とするシステム化コンセプ トに基づ く製販統合支援情報システム
の構築に際 しては,プロダク トデザインに関するデータベース化を含めてコンカレント･エン
ジニアリングの遂行が主な課題となるであろうし,設計された製品の製造を迅速かっ効率的に
行 うという視点から,スケジューリングが大きな課題になると考えられる.個別製造形態のス
ケジューリング手法として,OPT(OptimizedProductionTechnology)14'もしくはその考え
方を踏襲 したスケジューリング手法をベースとしたシステム化である.
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次に,QR指向やインターネットビジネス指向を中心とするシステム化コンセプトに基づく
システム構築に際しては,情報ネットワークの構築とそれを利用した販売システムや生産計画 ･
管理システムの構築が主テーマとなるであろう.近年,盛んに構築が試みられているバーチャ
ルファクトリーは,販売側からダイレクトに製造を指示できるという点において,該当するコ
ンセプトに基づいた製販統合支援情報システムを実現する上での基盤となるものである.製販
が分離している業界の場合,素材,部品等の調達を適時に適切な量を迅速に行う調達システム
構築が課題になると考える.
最後に,ECR指向を中心とするシステム化コンセプトに基づくシステム構築の場合,対象
となる製品とその市場状況からして,製販が分離している業界が多いと考えられることから,
企業間取引関係をいかにシステム化と関連させながら改善,改革するかが大きな課題になる.
その上で,EDIに基づく商品の受発注システムを作り上げ,それと連動するように生産計画 ･
管理システム,在庫管理システムを構築する必要がある.顧客の商品購入の実績をデジタルデー
タ化する技術はPOSとして既に広く用いられており,生産計画 ･管理や在庫管理に係わる手
法も長い歴史の中で煮詰められてきており,個別管理技術の総合化,統合化が大きな課題であ
る.
以上,製販統合そしてそのシステム化を誘導するコンセプトを製造形態のタイプ,販売形態
のタイプごとに導出し,その具現化に際しての課題について検討してきた.その要点を最後に
総括すれば,旧来のシステム化,例えばMRPに基づく生産計画 ･管理のシステム化のように
比較的シンブルな原理に基づいたシステム化の時代は終わり,製販統合支援情報システムのよ
うなシステム構築は,コンピュータの発達とともに発展してきた管理技術の総合化,別の言い
方をすれば,管理技術の戦略的総合活用方法をコンセプトとして明確に定義 し,具現化する時
代に入ったと言える.
6.おわリに
JIT,CIM,FA,CALS,QR,ECR,EC(ElectronicCommerce),EDIな
どの略語が氾濫し,製販統合という言葉が巷を賑わしている. しかし,前述の略語に集約され
る個々のコンセプトや手法がどのような業務環境下において有効であるのか,製販統合を具現
化 していく上でそれらはどのように機能するのかなどの点について十分に議論されているとは
言い難い.また製販統合それ自身,何がどうなればそれが実現されたのか明確にされているわ
けではない.
このような視点から,本稿では,まず,個別職能でのコンピュータ利用からCIMコンセプ
トが登場するまでの製造業の情報化の歴史を外観するとともに,近年注目されているバーチャ
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ルコーポレーションの意味について考察した.次に,製販統合の基本的目標を明らかにすると
ともに,製販統合の基本概念として,計画 ･管理情報と技術情報という二つの情報の流れの視
点からの統合があることを提示 した.そして,このような基本概念の下でも製販統合およびそ
れを支援するために構築されるべき情報システム,本稿ではこれを製販統合支援情報システム
と呼ぶこととしたが,それには複数のタイプがあることより,それらを明らかにするために,
まず4つの製造形態のタイプと4つの販売形態のタイプを明らかにし,次にそれらの自然な結
合はプロダクト･プロセス･マトリックス上の対角線上に位置づけられることから,基本的に
製販統合支援情報システムには4つのタイプがあることを提言 した.そしてそれら4つのタイ
プのシステム構築の指針となるコンセプトとして,CALS,QR,インターネットビジネス,
ECRの4つの近年注目を集めているシステム化コンセプトを検討 し,個々の製販統合のタイ
プに対応するシステム化コンセプトになりうるか否かの妥当性を議論 した.その結果,個々の
コンセプトはそのシステム化対象範囲を拡大 していることより,厳密には製販統合のタイプと
1対 1対応をなすわけではないが,歴史,本来のシステム化対象領域,コンセプトの重点など
の点で個々の製販統合を支援する情報システム構築の指針には十分になり得ることから,CA
LS指向,QR指向,インターネットビジネス指向,ECR指向として製販統合支援情報シス
テムのタイプを分類 した.最後に,それらコンセプトの下に製販統合支援情報システムを構築
する上での課題を検討 した.
(注)
1)職能は一般に仕事という意味に用いられるが,独自の目的,任務,役割といった角度から仕事を取り
上げた場合に職能ということが多い (北原,1980,133頁).この意味からすれば,例えば製造の各工程
を担う個々の仕事も職能と呼べるが,本稿では,製造,販売,財務など明らかにその目的が異なると判
断される仕事,つまり基本職能をその意味と用いている.
2)人見 (人見,1991,29貢)は,生産の諸機能関連図を提示する中で,技術情報,管理情報,経営情報
を定義している.本稿はその考え方を踏襲しているが,管理情報については,管理には計画を含むとの
一般的認識があることからそのまま用いても良いが,本稿では計画と管理を区別している点などから,
より厳密に計画 ･管理情報としている.
3)技術情報の意味として,本稿では注2に示すように製品の設計と製造に係わる情報の意味としている.
その他の意味として,例えば伊藤 (伊藤,1996,9頁)は,組織の蓄積している解例や慣行に関する情
報,平たくは業務全般のやり方に関する情報をこう呼んでいる.
4)CIMの概念には基本的に,人見 (人見,1984,12-14頁)と松島 (松島,1987,52-53頁)の2つ
の考え方がある.前者は,製造職能のコンピュータ支援であるCAM,設計職能のコンピュータ支援で
あるCAD,計画 ･管理職能のコンピュータ支援であるCAPの3つのコンピュータ支援機能が共有デー
タベースによって統合された全社的コンピュータ支援がCIMとする考え方である.後者は,製造業の
3つの基本的な機能である技術,生産,販売,これらすべてを統合し,これら業務を効率化して,戦略
的な経営を可能にするシステムとする考え方である.両者とも共有データベース構築の必要性を主眼と
している点では変わりないが,前者が,各職制の違いと自動化の歴史的経緯に重点をおいているのに対
し,後者は経営戦略の迅速にして合理的な実行を主眼とする経営基盤としての情報システム整備に重点
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をおいている点において異なる.
5)CALSのフルスペルは,1985年頃の米国国防省が提示 した時点でのComputer-AidedLogistics
Supportから,その軍事色を拭い去ることを目的に,ComputerAidedAcquisitionandLogistics
support,continuosAcquisitionandLire-cycleSupport,CommerceAtLightSpeedなど
と変更され,現在,この意味で解釈されようとしている.
6)ロシアのミトロファーノフによって1966年に提案されたもので,形状,寸法および工作法などの類似
性により工作物をいくつかのグループに分けて生産することにより,生産の合理化,さらに設計の合理
化を計ろうとする技術 (ワルターボラック,1974)で,コーディングが重要な研究課題とされ,多 くの
企業,研究者が統一した分類法の作成を試みたが,未だ広く認知され実用化される段階には至っていな
い.
7)顧客の要望に合う製晶をできるだけ迅速に商品化しようとする場合,各種設計段階,試作,生産準備,
原価計算など,並行して行なわれることが重要であり,この水平的な交流をコンピュータの支援も含め
て体系化した方法をコンカレント･エンジニアリング (ConcurrentEngineering)と呼ぶ. 1986
年のIDA (InstituteforDefenseAnalyses)の定義 (カーター他,1992)によれば,｢製品とその
下流工程である製造,さらにサポート工程を並列に設計するシステマティックな手法｣とされる.
8)人見の提示した生産に関する諸機能関連図 (人見,1991,29頁)は,生産の仕組みを体系的に記述 し
たものであり,情報の流れを明確にしている点で,製造業の情報システムのあり方を既に包含している.
しかし,情報システムを構築するという視点からは,物や情報の流れを生成するプロセスを強調 し,そ
の観点から業務を再考することが有用であることから,物の流れについては,調達プロセス,製造プロ
セス,流通プロセス,情報の流れについては,経営プロセス,設計プロセス,計画 ･管理プロセス (マー
ケティングプロセス,生産計画 ･管理プロセス,調達計画 ･管理プロセス)を定義 し,個々のプロセス
の相互連関性を提示した生産のためのプロセス相互関連図を拙稿 (太田,1994,6-8貢)で提示 して
いる.
9)生産の意味は,有形物の製作過程といった狭い意味から,効用の生成ないし増大といった広い意味に
まで拡大されている (人見,1990,2頁).この視点から,本稿で生産形態といった場合,有形物の製
作過程といった意味よりもより広い製造業の業務全般といった意味で捉えている. しかし,ここでの生
産数量に基づく生産形態は明らかに狭義に生産を捉えることを意味し,生産形態と一般的にいった場合
と区別するために製造形態という言葉を用いた.
10)他の分類として,例えばSchmenner(Schmenner,1990,242-250頁)は次のように6つに製造形
態を分類している.
ジョブショップ生産,バッチフロー生産,人的ベースライン生産,機械ベースライン生産,バッチ/逮
続混合生産,連続生産
ll)米国流通業に登場したシステム化のコンセプトについて,特にQRやECRについては日本のジャス
ト･イン･タイムの考え方を基にしているとされている.
12)物流に係わる業者間の情報と物の流れの円滑化,同期化を促進させようとするならば,物の受発注や
決済処理を効率化する必要がある.従来は企業間の帳票などの授受を郵便や人手に頼っていたために決
済に時間が掛かったり,さらにはそれが原因で遅配があった.その改善を目指すためには,電子データ
交換による電子取引が不可欠となる.この際,業界内の電子取引の規格化ができればそれは加速される
はずである.これを目指すのがEDIであり,業務アプリケーションの標準化,ビジネスプロトコルと
呼ばれている (北洋,1991).
13)ECRと前述のQRは本来近似する概念であるが,システム構築に際してECRの方が,元来のシス
テム化の指針として,流通の担ってきた物の流れと情報の流れ,つまりサプライチェーンの合理化,効
率化を中心としているという点において,QRの製造主体のサプライチェーンの改善,改革を指針とす
るコンセプトよりも,販売タイプS4に該当する商品群の製販統合のコンセプトとして適当であると考
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える.
14)1970年代にイスラエルで開発された管理技術で,生産能力に阻まれずに生産性を向上させる技術であ
り,OPT原理によって支えられるソフトウェアパッケージであるが,その詳細なアルゴリズムは公開
されていない.
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